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公文書等の管理状況の概要

１ 対象とする期間

この概要の対象とした期間は、平成２６年４月１日から平成２７年３

月３１日までである。

２ 対象とする機関

この概要の対象とした機関は、次のとおりである。

(1) 実施機関

市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業

委員会、固定資産評価審査委員会、上下水道事業管理者、消防長およ

び議会

(2) 地方独立行政法人

秋田公立美術大学および市立秋田総合病院

３ 公文書等の管理状況等

公文書等の管理状況等は、次のとおりである。

(1) 公文書および法人文書に関する事項

ア 管理状況（公文書ファイル等の数等）

平成２６年度末における本市の公文書および法人文書の保有数

は、公文書（法人文書）ファイル管理簿の「保存期間が満了したと

きの措置」を「引き続き保存」又は「移管」としている文書が約３

万７千冊、それ以外のものが約１７万１千冊、合計で約２０万８千

冊となっており、その内訳は表１のとおりである。（【資料１】・【資

料２】を参照）また、これらは、事務室内および書庫で保存され、

管理されており、その数は表２のとおりである。（【資料３】を参

照）

表１ 公文書および法人文書の保有数

（単位：冊）

区 分 引き続き保存 それ以外の文書 合 計

又は移管する文書

公 文 書 ３６，３４１ １６９，０３８ ２０５，３７９

法人文書 ６７４ １，８２６ ２，５００

合 計 ３７，０１５ １７０，８６４ ２０７，８７９
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表２ 書庫の数

（単位：箇所）

区 分 実施機関 地方独立行政法人 合 計

書庫の数 ２４８ ６ ２５４

イ 引き続き保存（移管）および廃棄の状況

引き続き保存（移管）については、秋田市公文書管理条例（平成

２４年秋田市条例第５８号）（以下「条例」という。）が施行され

た平成２６年度以後に作成し、又は取得された文書から適用される

手続であり、条例施行後初めての保存期間の起算日が平成２７年４

月１日となる。このため、この概要の対象とする期間においては、

実績はない。

条例附則第３項および第４項に基づき、永年保存文書等のうち特

定歴史公文書等としてみなされたものについては、(2)のアのとお

りである。

また、廃棄については、一斉廃棄時等に約２万２千冊が廃棄され

ている。（【資料４】・【資料５】を参照）

ウ 職員研修の実施状況

職員研修については、新規採用職員研修において、新規採用職員

６４人に対し、条例の概要および公文書の作成・整理・保存・廃棄

についての研修を行った。

また、「公文書等の管理および歴史公文書等に関する研修」にお

いて、文書管理者、文書取扱主任等を対象に、公文書等の管理等に

ついての研修を行い、３３１人が参加した。

年度末には、ファイリング・マネージャーおよびファイリング・

クラークを対象に、「公文書ファイル管理簿の作成」に関する研修

を行い、６７人が参加した。（【資料６】を参照）

なお、市長事務部局においては、独自に部局単位や課単位で研修

を実施しているものもあった。

エ 点検・監査の実施状況

監査については、文書整理月間内に、実施機関および地方独立行

政法人の監査責任者が、次の項目により実施した。

(ｱ) 管理している文書の一覧表および保存場所の配置図の作成状況

(ｲ) 事務室内における文書の保存状況

(ｳ) 書庫における文書の保存状況
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(ｴ) 保存期間が満了した文書の廃棄状況

(ｵ) ネットワークサーバー内の電磁的記録の整理状況

その結果においては、おおむね良好とされているが、一部で、執

務時間以外の時間帯に文書が机上に置かれていた事例や、ネットワ

ークサーバー内の電磁的記録の整理が適切に行われていない事例が

あり、その後、改善の措置を行っている。

オ その他（保存期間の延長および紛失）

保存期間の延長および紛失については、実績はない。

(2) 特定歴史公文書等に関する事項

ア 保存状況（特定歴史公文書等の数等）

特定歴史公文書等の保有数は、永年保存文書のうち、特定歴史公

文書等とみなされたものが約３千冊、それ以外のものが約１万冊、

合計で約１万４千冊となっており、その内訳は表３のとおりである。

（【資料７】を参照）また、これらは、総合書庫を含む各実施機関

等が管理する書庫で保存され、管理されている。（【資料３】を参

照）

表３ 特定歴史公文書等の保有数

（単位：冊）

区 分 冊数

完結から３０年経過し、特定歴史公文書等とみな ３，２３９

した永年保存文書

廃棄予定文書のうち、歴史資料として選定した文 ４２４

書

歴史資料として保存していた戦前の永年保存文書 ５，３８０

歴史資料として保存していた旧公図 ４，４９７

合 計 １３，５４０

イ 引き続き保存（移管）および受入れの状況

引き続き保存（移管）については、条例が施行された平成２６年

度以後に作成し、又は取得された文書から適用される手続であり、

条例施行後初めての保存期間の起算日が平成２７年４月１日とな

る。このため、この概要の対象とする期間においては、実績はなく、

また、同様に受入れの実績もない。
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ウ 利用状況

条例に基づく利用制度による実績はないが、利用制限のない旧公

図等や、移管元実施機関等による利用の特例の対象となる特定歴史

公文書等については、簡便な手続による利用（任意利用）がなされ

ている。（【資料８】を参照）

エ 職員研修の実施状況

公文書等の管理および歴史公文書等に関する研修において、文書

管理者、文書取扱主任等を対象に、特定歴史公文書等についての研

修を行い、３３１人が参加した。（【資料６】を参照）

オ 目録の作成状況

歴史資料として保存していた戦前の永年保存文書については、市

民等の閲覧および利用に供するためデジタル化を行うとともに、目

録を作成し、データベース化に向けた作業を行っているところであ

り、平成２６年度末では、１００冊がその作業を終えている。

また、完結から３０年経過し、特定歴史公文書等とみなした永年

保存文書約３千３百冊については、その索引を目録として整理した。

目録の作成状況については、表４のとおりである。

表４ 目録の作成状況

（単位：冊）

区 分 冊数

議会関係文書（明治～大正時代） ８７

庶務事務簿（明治～大正時代） １３

その他の特定歴史公文書等 ３，２３９

合 計 ３，３３９

カ 利用促進の状況

利用促進については、市のホームページに利用制度の概要および

目録又は索引を掲示したほか、広報あきたに利用制度の概要等につ

いて掲載し周知を図った。

キ その他（異議申立て、廃棄等）

利用に係る異議申立ておよび廃棄等の実績はない。
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４ 公文書等の管理に係る例規等の設定又は改廃の状況

公文書等の管理に係る例規等は表５のとおりであり、それらについて

設定又は改廃は行われていない。

表５ 公文書等の管理に係る例規等の設定又は改廃の状況

名 称 設定又は改廃

秋田市公文書管理条例（平成２４年秋田市条例第５８ 該当なし

号）

秋田市公文書管理条例施行規則（平成２６年秋田市規 該当なし

則第１号）

秋田市特定歴史公文書等利用等規則（平成２６年秋田 該当なし

市規則第２号）

秋田市公文書管理規程（平成２６年秋田市訓令第１号） 該当なし

秋田市文書取扱規程（平成２６年秋田市訓令第２号） 該当なし

会議録作成基準（平成２６年３月１９日市長決裁） 該当なし

永年保存文書を特定歴史公文書等とみなす取扱いに係 該当なし

る期間について（平成２６年３月１９日市長決裁）

公文書ファイル保存要領（平成２６年３月１９日市長 該当なし

決裁）

５ 公文書等の管理に係る主な取組状況

主な取組は、表６のとおりである。

表６ 公文書等の管理に係る主な取組

月 日 取組状況

４月～５月 ・文書管理者の指名

・完結から３０年経過した永年保存文書を特定

歴史公文書として管理する手続

・廃棄予定の公文書のうちから、歴史資料に該

当するものを選定

６月２４日・２５日 新規採用職員研修

６月２７日 文書の一斉廃棄

７月１日～３１日 文書整理月間（期間中に点検および監査を実施）

７月～８月 書庫の管理状況等調査

１１月６日・７日 文書管理者等を対象とした職員研修

１１月１８日 平成２６年度第１回公文書管理委員会を開催

し「平成２６年度内における公文書等の管理
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状況の概要について」を報告

１月２９日 「文書管理システムの導入」が、新・県都『あ

きた』改革プランの改革の項目として確定

２月４日 ・条例の概要や解説等を記載した「秋田市公文

書管理条例について」を設定

・「文書事務の手引」平成２６年度版を設定

３月１６日～１８日 公文書ファイル管理簿の作成に係る職員研修
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関係資料

【資料１】公文書の保有数

（単位：冊）

実施機関 引き続き保存 それ以外の文書 計

又は移管する

文書

市長 ２５，００８ １３３，０３０ １５８，０３８

教育委員会 ４，４２８ １７，０８４ ２１，５１２

選挙管理委員会 ３５３ １，７５９ ２，１１２

公平委員会 １１７ ５０ １６７

監査委員 ６６ ５８８ ６５４

農業委員会 ３６５ １，７８４ ２，１４９

固定資産評価審査委員会 ３３ ７ ４０

上下水道事業管理者 ２，１８０ ７，６２８ ９，８０８

消防長 ３，６６１ ５，７９９ ９，４６０

議会 １３０ １，３０９ １，４３９

合 計 ３６，３４１ １６９，０３８ ２０５，３７９

【資料２】法人文書の保有数

（単位：冊）

地方独立行政法人 移管する文書 それ以外の文書 計

秋田公立美術大学 ６９ ３８７ ４５６

市立秋田総合病院 ６０５ １，４３９ ２，０４４

合 計 ６７４ １，８２６ ２，５００
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【資料３】書庫数

（単位：箇所）

区 分 書庫数

実施機関 市長 １６６

教育委員会 ３７

選挙管理委員会 ２

農業委員会 １

上下水道事業管理者 ２６

消防長 １５

議会 １

小 計 ２４８

地方独立行政法人 秋田公立美術大学 ４

市立秋田総合病院 ２

小 計 ６

合 計 ２５４

【資料４】廃棄文書の数量

（単位：冊）

区 分 廃棄文書数

実施機関 市長 １６，９８１

教育委員会 ２，１５８

選挙管理委員会 ６４

公平委員会 ３

監査委員 １１４

農業委員会 ３８

上下水道事業管理者 ６５５

消防長 １，２７３

議会 ９９

地方独立行政法人 市立秋田総合病院 ５６６

合 計 ２１，９５１

（注）１ 固定資産評価審査委員会および秋田公立美術大学は、廃棄を

行っていない。

２ ＯＣＲ、受領証等については、箱単位で保存・管理している

ため、１箱を１冊とみなしている。
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【資料５】一斉廃棄時における廃棄文書の重量

（単位：トン）

区 分 重 量

再生できる機密文書（コピー用紙） ４０．２４

再生できる一般文書雑紙類（パンフレット・封筒） １０．８６

再生できない文書等（カーボン紙・写真） １．９５

合 計 ５３．０５

（注）１ 上下水道事業管理者および市立秋田総合病院については、個

別に廃棄を行っているため、これには含まれていない。

２ 固定資産評価審査委員会および秋田公立美術大学は、廃棄を

行っていない。

３ 再生できない文書等は、溶融される。

【資料６】職員研修の実施状況

（単位：回）

対 象 者 研修内容 開催回数

(1) 課長等、文書取扱主任お 秋田市公文書管理条例の設定 ４

よび文書取扱補助員 の背景、概要等について

（2）新規採用職員 秋田市公文書管理条例の概要 ２

および公文書の作成・整理・

保存・廃棄の実務について

(3) 文書管理者、文書取扱主 公文書等の管理および歴史公 ４

任および文書取扱補助員 文書等について

(4) ファイリング・マネージ 公文書ファイル管理簿の作成 ８

ャーおよびファイリング に係る職員研修

・クラーク

合 計 １８

（注）１ (1)および(3)については、本市全体（実施機関および地方独

立行政法人）を対象として開催している。

２ (3)については、歴史公文書等の研修も併せて実施している。
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【資料７】特定歴史公文書等とみなした永年保存文書の内訳

（単位：冊）

区 分 冊数

実施機関 市長 ２，８４１

教育委員会 １８８

選挙管理委員会 ３７

監査委員 １

上下水道事業管理者 ３７

消防長 ５８

小 計 ３，１６２

地方独立行政法人 市立秋田総合病院 ７７

小 計 ７７

合 計 ３，２３９

【資料８】特定歴史公文書等の利用状況

（単位：件）

区 分 件数

利用制限のない旧公図等 ７６

移管元実施機関等による利用の特例の対象となる特定 １４

歴史公文書等

電話、手紙等の簡易な問合せに対する情報提供 ５

合 計 ９５


